
 
 
 
 公共下水道※事業は、汚水と雨水を別々に排除する分流方式※により整備を進めてきまし

た。本市では、汚水事業を先行し整備を進めた結果、概ね 100％の普及率に達しました。事

業開始してから 30年以上を経過していることから、管路施設の調査・清掃を定期的に行っ

ていく必要があります。 
 また、重要路線等の耐震化を図り、管路の破損による道路陥没等の事故防止に努める必

要があります。さらに、河川等の環境保全をより一層進めるため特定施設※の水質検査の充

実、高度処理※、汚泥の有効利用について、事業主体である東京都や関係流域市との協力の

もとに推進する必要があります。 
 雨水事業については、現在、既設の雑排水管を路面排水として利用していますが、近年

の集中豪雨等に対し排水処理に限界があり、公共下水道事業として既設排水管の実態を含

め排水区及び雨水本管の計画を見直し、事業を進めていく必要があります。 
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第２章 下水道の現状と課題 

現 状 課 題 

現状と課題 
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本市では、昭和 51年度から下水道事業に着手し、ほぼ 30 年程度が経過しておりま 

 す。 
平成 19 年度末現在、下水道処理人口普及率※99.90％に達しており、市内ほぼ全域に 

下水道が普及しております。 
  また、市内での全体人口 73,376 人に対して、普及人口は 73,305 人となっておりま 
 す。 
  なお、多摩地域における平成 19 年度末下水道普及率は、97％です。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今後は、下水道未普及地域において、これからも継続して下水道整備を推進していく必

要があります。 
  また、都市計画道路整備（東 3・4・15 の 2号）に伴い、一部街路にかかる既設汚水管

の布設替え及び新設が必要となります。 

 

 
 

１．下水道普及率 

1-1. 現 状 

1-2. 課 題 

図－1 下水道普及率の推移  

平成 19年度末 99.90％

昭和 56年度 供用開始 

下水道普及率（％） 

（年度） 
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  これまで整備してきた下水道施設は、管路総延長約 149km に上っています。下水道は、

人が暮らし、社会経済活動がある限り、１日たりとも休止できない事業であり、適正 
な維持管理を行い、また、延命化や改築更新により、その機能を適切に維持する必要 
があります。 

   
   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

２．下水道施設のストック 

2-1. 現 状 

図－2 管路の年度別整備延長 

図－3 年度別下水道建設費 
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  本市では、昭和 54年以降急速に整備が進展しており、今後、老朽化施設が急増する 

ため、老朽化を放置すれば、その流下機能の停止や管路破損による道路陥没の発生など、

日常生活や社会経済活動へ影響を及ぼすおそれが増大します。 
  また、全国では下水道管路に起因する道路陥没は年々増加し、平成 19年度では、 

約 4,700 箇所発生し、主たる原因は管路の老朽化と想定されます。 
  このため、管路の緊急点検及び点検結果を踏まえた老朽管の更生対策等を実施する 
 とともに、管路の整備期間や事故が起きた場合の社会的影響度の大きさ等も勘案した 
 総合的な観点からの計画的な管路管理が求められています。 

特に、管路布設後 30 年を経過すると道路陥没箇所数が急増します。このことからも 
 本市においては、今後計画的な維持管理が必要です。 
   
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  

2-2. 課 題 

 
 

図－5 下水道施設が適正に管理されなかった場合に想定される影響 

図－4 経過年数と道路陥没箇所（全国） 

 
 
 
図－5 道路陥没被害写真（東京都区部） 

経過年数と陥没箇所数 

道路陥没被害写真（東京都区部）  

（箇所）

（年） 

「出典：国土交通省ホームページより」
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 図-6 に示すとおり、市内に布設された管路は、平成 19 年頃から布設経過年数 30 年に達

します。前項で述べたとおり、管路の陥没箇所の増加が予想されるため、定期的な点検調

査が必要となります。 

 また、図-7 に示すとおり、平成 40 年～50 年の間は、当初布設した管路の耐用年数が 50

年を経過し、更新計画のピークを迎えます。 
 このことからも、今後は管路の点検・調査を適切に行い、更新時のピーク事業量を平準

化※する必要があります。 
  

 

 

図－6 年度別整備延長と布設後 30年経過延長の関係 

図－7 年度別整備延長と更新計画の関係 
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  我が国では、毎年のように震度 6 以上の地震が発生しており、兵庫県南部地震、新 

潟県中越地震等においては、下水道施設も甚大な被害を受け、トイレ排水が使えない 
ことによる日常生活への影響に加え、管路破損による道路陥没などにより、公衆衛生 
や社会経済活動への甚大な影響が生じました。 

  このため、下水道施設の地震対策については、公衆衛生の確保、トイレ使用の確保 
や復旧活動への影響の回避に向けた対策を重点的に進める必要があります。 

  このことから、本市では、平成 19年度『下水道地震対策緊急整備事業計画』※を策 
定し、平成 21年度から、耐震化優先度の高い重要な幹線から管路の耐震化を図ってい 
くこととしております。 

   
 

 
 

３．耐震化への取り組み 

3-1. 現 状 

下水道施設地震被害例（2007 年 3月能登半島地震） 

図－8 下水道地震対策緊急整備事業イメージ 

〔液状化による人孔浮上被害〕 〔管路の破損による道路陥没〕 

〔管口の可とう化〕 

〔人孔浮上防止対策〕 
「出典：国土交通省ホームページより」 
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 本市における全管路延長は約 149km あり、下水道地震対策緊急整備事業（平成 21～25）

の 5 ヶ年での事業量は約 10.5km であることから、今後も耐震化事業を進めていく必要があ

ります。 
 特に、重要な幹線は、緊急整備事業以外に約 20.2km あるため、これらの管路についても 

中長期計画のなかで、耐震化を図る必要があります。 

 また、今後においては、老朽管の改築・更新時に、耐震性を有する工法（管更生工法※）

による更新が求められます。 

  
 

 
 
 
 
 
 

 
   重要な幹線の定義 

① 河川・軌道等を横断している管路 
② 緊急輸送路に埋設している管路 
③ 防災拠点※等の避難所からの排水を受ける管路 
④ 下水を流下収集させる機能面からみてシステムとして重要な管路等 

    
 

 次ページに、下水道地震対策緊急整備計画図を掲載します。 

 

2 0 .2 km
1 0 .5 km

1 1 5 .3 km

全管路延長    L=149km 

重要な幹線延長  L=30.7km 

緊急整備対象延長 L=10.5km 

中長期計画対象延長 L=20.2km 

3-2. 課 題 

図－9 耐震化状況図 

市内の重要な幹線 

のトータルは、30.7km 

重要な幹線を除くその 

他の枝線は、約 118km 

118.3km 
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赤着色の路線を緊急整備

計画により耐震化を予定

しています。 

小金井街道の赤着色路線

におけるマンホールにつ

いては、浮上防止対策を行

う予定です。 

図－10下水道地震対策緊急整備計画図 
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  柳瀬川は、埼玉県所沢市の狭山湖に源を発し、途中北川、空堀川、東川を合流して新 
 河岸川へ流入する流域面積 95.5km2（東京都流域 45.2km2）、河川延長 19.6km（東京都区間

5.63km）の一級河川※です。 
空堀川は、狭山丘陵の野山北公園（武蔵村山市）に源を発して一級河川奈良橋川も合

流している一級河川（流域面積 26.8km2、河川延長 15.0km）です。 
柳瀬川・空堀川ともに水質は、多摩地域の河川のなかで、平成 8 年まで河川水質ワー

スト 5に入っていました。 
その後、下水道普及に伴い水質は格段に向上し、近年では、環境基準値※を下回ってい

ます。 
  なお、平成 19 年度の環境基準点における水質 BOD75%値※は、柳瀬川（3.2mg/L）、空堀

川（2.9mg/L）となっています。 
 
 
 
   
 
   
 
 
 

４．公共用水域の水質改善 

4-1. 現 状 

 
 

 

汚濁が著しい頃の空堀川（昭和 50年代） 水質が向上した空堀川（平成 20年） 
空堀川水質の変遷 

〔水質の経年変化 BOD75％値〕 

図－11 水質の経年変化 
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拡大図参照 

図－12 環境基準点における水質及び環境基準の類型指定図（平成 19年度） 
「出典：東京都環境局ホームページより」 
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 第 1回きよせ川まつり 2008 の様子 

 図－13 きよせ川まつり 2008 パンフレット 
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両河川とも、環境基準類型はＥ類型※（BOD10mg/L 以下）と設定されています。 
   なお、BOD※2mg/L でヤマメ、イワナ、3mg/L 以下でアユ、5mg/L 以下でコイ、フナ等 

の魚が棲めるといわれています。 
   このことからも、関連機関と連携して水質の調査を定期的に実施し、水質の現状を 

把握するとともに、生活排水に関する啓発活動等を進めることで、水質の保全に努め 
ていく必要があります。 

    

  
  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4-2. 課 題 

図－14 下水道普及率と河川水質の関係 
「出典：東京都環境局ホームページより（水質）」 
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  雨水事業については、現況の道路側溝等により、雨水排水を行ってきましたが、都 

市化の進展に伴い、道路冠水が発生しております。 
  また、近年多発する局所的なゲリラ豪雨※に対して、浸水被害が想定されることか 

ら、本市では、雨水事業を推進する必要があるため、事業認可区域を確定し、事業に 
着手する予定としております。 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
次ページに、東京都建設局、河川局により公表されている浸水予想区域図を掲載します。 

５．雨水事業の現状 

5-1. 現 状 

  

 全国の浸水被害状況 

図－15 平成 20年度市内の道路冠水状況図 
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清瀬市 

図－16 浸水予想区域図 「出典：東京都建設局ホームページより」 
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  浸水被害の想定される地区について、今後雨水管整備を行う必要があります。 
  また、雨水の河川への流出抑制や地下水かん養※を図るため、公共施設及び事業所の 

貯留浸透施設※や、さらに、一般家庭の浸透施設の普及・啓発に努める必要があります。 
   
  
  
  
    
     
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5-2. 課 題 

 
 

    

雨水貯留・浸透槽の施工写真（他市） 
公園内に貯留・浸透槽を設置 

大雨に対して浸水危険度と避難方法を周知 

河川管理者や関係機関等との連携 

降雨レーダー・河川水位計や光ファイバー等を活用した情報収集 

図－17 雨水対策事例 

図－18 内水による被害額の割合 
「出典：国土交通省ホームページより」 

「出典：国土交通省ホームページより」 

※ 

※ 

■ハード対策※ 

■ソフト対策※ 
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 下水道整備には、長い期間と多額の事業費を必要としております。また、建設後の 
維持管理費についても、下水道普及率の向上に伴い多くの費用が必要となります。 
 平成 19 年度末での下水道事業費（汚水）のトータルは、261 億円となっております。 
  
 

 
  
 

 

６．経営状況 

6-1. 現 状 

図－19 歳入・歳出内訳 

図－20 年度別下水道事業費の推移 

下水道事業費＝管理費＋維持管理費＋建設費 

 

図－19 歳入・歳出内訳 

＝4,785＋7,325＋14,024＝26,134（百万円）
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 下水道整備には、必要資金の多くを国や金融機関などから借り入れています。借入金の

残高は年々減少していますが、総額では、平成 19 年度末で 64 億円を超えており、依然と

して元金の返済と利払いは財政的に重い負担となっています。 
 また、老朽管の更新事業、耐震事業、雨水事業等を推進するにあたり、今後は借入金が 
増加することが想定されます。 

近年は節水等により、下水道使用量は減少傾向にあり、下水道使用料金の収入の面でも

厳しい状況となっています。 
 
 

 
 

 
 

6-2. 課 題 

約 64億円 

図－21 年度別地方債※の推移 

図－22 年度別下水道使用料金 

約 9億円 
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